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2020オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

取り組みについて（緊急要望） 

 

2020年オリンピック・パラリンピックの東京開催決定を受けて、特別区長会では「開催

までの７年間、23区一丸となって、オリンピック・パラリンピックを盛り上げるムーブメ

ントを巻き起こして、青少年の夢と希望を叶える取り組みを、都と協力して行っていく」

旨の申し合わせを行いました。さらに、「オリンピック・パラリンピックを成功させる特

別区 23 人の区長会議」を設置することを決め、今後の取り組みに向けた体制づくりも進

めているところです。 

また、各区からも、今後の取り組みについて多くの意見・要望等が寄せられています。

これらの中には、23区や市町村が連携して継続的に取り組む必要のある課題や、東京都に

よる予算措置の必要な事項が多く含まれています。 

つきましては、都における関連施策の実施及び平成２６年度予算編成にあたり、以下の

要望を実現されますよう、特段のご配慮をお願いいたします。 

 

記 

１ 都区の協力体制整備について 

○2020年に向けて東京都と２３区、市町村が一体となって情報を共有し協力できるよ

う、推進体制を早期に立ち上げること。 

２ オリンピック・パラリンピック関連施策の推進について 

○都民のオリンピック・パラリンピックに対する理解をさらに深めるとともに、子ど

もたちが夢と希望を実現できるよう、スポーツ振興及び環境の整備を進めること。 

○パラリンピック開催を契機とし、パラリンピアン育成や一般の障がい者スポーツの

さらなる普及促進のために必要な支援を行うこと。 

○外国人観光客の誘致に繋がる観光拠点の整備や、統一的なサイン整備等の都市景観

の向上、来訪者・都民の安全・安心を確保するため、防災力向上等のまちづくりを

推進すること。 

○オリンピック・パラリンピックの開催が地域の振興に寄与するよう、各種団体や商

店街等の行う関連事業が取り組みやすくなる支援策を講じること。 

３ 財政支援及び補助事業創設について 

○上記２に関連し区が実施する事業のため、必要な財政支援や補助事業創設を早期に

行うこと。 


